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(57)【要約】
【課題】
高品質な、イミド化率が向上し、表面異方性が大きく、
アンカリング力が強い液晶配向膜を作製することができ
る配向膜形成用溶媒を提供する。
【解決手段】
液晶表示装置用の高分子を含む配向膜を形成するための
配向膜形成用溶媒において、前記配向膜の高分子がポリ
イミドを含み、ポリイミドの前駆体となるポリアミド酸
を塗膜し、イミド化焼成する成膜工程中は液体であるが
、イミド化焼成後に気化させるための化学構造に変化さ
せることが可能な可変性化合物を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶表示装置用の高分子を含む配向膜を形成するための配向膜形成用溶媒において、
　前記高分子を塗膜し、配向膜を形成する成膜工程の途中で化学構造を変化させることが
可能な可変性化合物を含むことを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項２】
　請求項１に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記配向膜の高分子がポリイミドを含み、ポリイミドの前駆体となるポリアミド酸を塗
膜し、イミド化焼成する成膜工程中は液体であるが、イミド化焼成後に気化させるための
化学構造に変化させることが可能な可変性化合物を含むことを特徴とする配向膜形成用溶
媒。
【請求項３】
　請求項２に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、気化させるための化学構造変化する前の状態の沸点が、化学構造
変化させた後の状態の沸点よりも高いことを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項４】
　請求項３に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、気化させるための化学構造変化する前の状態の沸点が220℃以上
であることを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項５】
　請求項３に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、気化させるための化学構造変化させた後の状態の沸点が室温以上
230℃以下であることを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項６】
　請求項２に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、気化させるための化学構造変化する前の状態の分子量が、化学構
造変化させた後の状態の分子量よりも高いことを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項７】
　請求項２に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、気化させるための化学構造変化する前後で極性が異なることを特
徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項８】
　請求項１または請求項２に記載の配向膜形成用溶媒において、
前記可変性化合物が、〔化１〕で示される化学構造を備えることを特徴とする配向膜形成
用溶媒。
【化１】

ここで、R1＝芳香族炭素化合物、R2＝脂肪族炭素化合物。
【請求項９】
　請求項８に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、〔化１〕で示される化学構造のうち、R1が〔化２〕または〔化３
〕であることを特徴とする配向膜形成用溶媒。
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【化２】

【化３】

ここで、X1またはX2＝置換基。
【請求項１０】
　請求項８に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、〔化１〕で示される化学構造のうち、Ｒ２が〔化４〕であること
を特徴とする配向膜形成用溶媒。

【化４】

ここで、Y＝-H、-F、-Cl、-Br、-Iのいずれかであり、すべての置換位置におけるYは同一
でなくともよい。また、ｎ＝1から3の整数。
【請求項１１】
　請求項１から１０の何れか１つに記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、配向膜原料溶液を基板上に塗布薄膜化した後、光を外部から照射
することにより化学構造変化することを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物が、波長400nm以下の光を外部から照射することにより化学構造変化
することを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項１３】
　請求項１から１２の何れか１つに記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記配向膜形成用溶媒を気化させた後に、液晶の配向規制力が付与された配向膜となる
ポリイミドの形成溶媒であることを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の配向膜形成用溶媒において、
　偏光した光によって、前記液晶の配向規制力が付与された配向膜となるポリイミドの形
成溶媒であることを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の配向膜形成用溶媒において、
　可変性化合物の化学構造を変化させる光とは異なる波長の偏光した光によって、前記液
晶の配向規制力が付与された配向膜となるポリイミドの形成溶媒であることを特徴とする
配向膜形成用溶媒。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の前記配向膜形成用溶媒において、
　可変性化合物の化学構造を変化させる光の波長よりも短い波長の偏光した光によって、
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前記液晶の配向規制力が付与された配向膜となるポリイミドの形成溶媒であることを特徴
とする配向膜形成用溶媒。
【請求項１７】
　請求項１４に記載の配向膜形成用溶媒において、
　偏光した光によって主鎖の一部が切断されることにより、前記液晶の配向規制力が付与
された配向膜となるポリイミドの形成溶媒であることを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項１８】
　請求項１から１７の何れか１つに記載の前記配向膜形成用溶媒において、
　前記可変性化合物の化学構造を変化させた構造の一部が、配向膜形成用溶媒を気化させ
る際に、配向膜中に残留することが可能な化学構造であることを特徴とする配向膜形成用
溶媒。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の配向膜形成用溶媒において、
　前記配向膜中に残留することが可能な化学構造が可視光に対しては透明であるが、紫外
光に対して吸収を有する化学構造であることを特徴とする配向膜形成用溶媒。
【請求項２０】
　請求項１から１９の何れか１つに記載の配向膜形成用溶媒と、ポリイミドの前駆体であ
るポリアミド酸を含むことを特徴とする配向膜材料。
【請求項２１】
　液晶表示装置用の高分子を含む配向膜の形成工程として、
請求項１から１９の何れか１つに記載の配向膜形成用溶媒に高分子を溶かした溶液を基板
に塗布するステップと、
前記塗布した高分子をイミド化焼成するステップと、
前記配向膜形成用溶媒中に含まれる前記可変性化合物の化学構造を変化させるステップと
、
化学構造が変化した溶媒を除去するステップと、
残された高分子薄膜に光配向用の偏光した光を照射するステップと
を含むことを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項２２】
　請求項２１記載の液晶表示装置の製造方法において、
　前記配向膜形成用溶媒に溶かす高分子が、ポリイミドの前駆体であるポリアミド酸であ
ることを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項２３】
　請求項２１または請求項２２記載の液晶表示装置の製造方法において、
　前記可変性化合物の化学構造を変化させるステップが、光を照射することを特徴とする
液晶表示装置の製造方法。
【請求項２４】
　請求項２１から請求項２３の何れか１つに記載の液晶表示装置の製造方法において、
　前記化学構造が変化した溶媒を除去するステップが、化学構造が変化した溶媒を加熱す
ることにより気化させることを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項２５】
　請求項２４に記載の液晶表示装置の製造方法において、
　前記化学構造が変化した溶媒を加熱する温度が、室温以上230°C以下であることを特徴
とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項２６】
　請求項２１から請求項２３の何れか１つに記載の液晶表示装置の製造方法において、
　前記化学構造が変化した溶媒を除去するステップが、化学構造が変化した溶媒を減圧す
ることにより気化させることを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項２７】
　請求項２６に記載の液晶表示装置の製造方法において、
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　１mmTorr以下に減圧することにより気化させることを特徴とする液晶表示装置の製造方
法。
【請求項２８】
　請求項２１から請求項２３の何れか１つに記載の液晶表示装置の製造方法において、
　前記配向膜が、液晶の配向規制力が膜面内に液晶を配向させる規制力を付与するもので
あることを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の液晶表示装置の製造方法において、
　前記液晶表示装置が、ＩＰＳ方式の液晶表示装置であることを特徴とする液晶表示装置
の製造方法。
【請求項３０】
　請求項２１から請求項２３の何れか１つに記載の液晶表示装置の製造方法において、
　前記配向膜が、液晶の配向規制力が膜面内から３０度以上立った方向に液晶を配向させ
る規制力を付与するものであることを特徴とする液晶表示装置の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高コントラストで低残像特性を示す液晶表示装置を製造する際に用いる配向
膜形成用溶媒に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は表示品質が高く、且つ薄型、軽量、低消費電力などといった特長からそ
の用途を広げており、携帯電話用モニター、デジタルスチルカメラ用モニターなどの携帯
向けモニターからデスクトップパソコン用モニター、印刷やデザイン向けモニター、医療
用モニターさらには液晶テレビなど様々な用途に用いられている。この用途拡大に伴い、
液晶表示装置には更なる高画質化、高品質化が求められており、特に高透過率化による高
輝度化、低消費電力化が強く求められている。また液晶表示装置の普及に伴い、低コスト
化に対しても強い要求がある。
【０００３】
　通常、液晶表示装置の表示は一対の基板間に挟まれた液晶層の液晶分子に電界を印加す
ることにより液晶分子の配向方向を変化させ、それにより生じた液晶層の光学特性の変化
により行われる。電界無印加時の液晶分子の配向方向は、ポリイミド薄膜の表面にラビン
グ処理を施した配向膜により規定されている。従来、画素毎に薄膜トランジスタ（ＴＦＴ
）等のスイッチング素子を備えたアクティブ駆動型液晶表示装置は、液晶層を挟持する一
対の基板のそれぞれに電極を設け、液晶層に印加する電界の方向が基板面に対してほぼ垂
直になる、所謂縦電界になるように設定され、液晶層を構成する液晶分子の光旋光性を利
用して表示を行う。縦電界方式の代表的な液晶表示装置として、ツイステッドネマチック
（ＴＮ：Twisted Nematic）方式や垂直配向（ＶＡ：Vertical Alignment）方式が知られ
ている。ＴＮ方式やＶＡ方式の液晶表示装置においては視野角が狭いことが大きな課題の
一つである。そこで、広視野角化を達成する表示方式としてＩＰＳ（In-Plane Switching
）方式やＦＦＳ（Fringe-Field Switching）方式が知られている。ＩＰＳ方式およびＦＦ
Ｓ方式は、一対の基板の一方に櫛歯状の電極を形成し、発生する電界が当該基板面にほぼ
平行な成分を有する、所謂横電界方式の表示方式であり、液晶層を構成する液晶分子を基
板とほぼ平行な面内で回転動作させ、液晶層の複屈折性を用いて表示を行う。液晶分子の
面内スイッチングにより従来のＴＮ方式に比べて視野角が広く低負荷容量である等の利点
があり、ＴＮ方式に代わる新たな液晶表示装置として有望視され、近年急速に進歩してい
る。
【０００４】
　液晶表示素子は、液晶層中の液晶分子の配向状態を電場の有無によって制御する。すな
わち、液晶層の外部に設けられた上下の偏光板を完全直交状態にして、中間の液晶分子の
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配向状態により位相差を発生させて明暗の状態を形成する。液晶に電場を印加しない状態
の配向状態を制御するためには、基板表面に配向膜と呼ばれる高分子薄膜を形成し、その
高分子の配列方向に界面での高分子鎖と液晶分子とのファンデルワールス力による分子間
相互作用に液晶分子を並べることによって実現している。この作用は配向規制力または液
晶配向能の付与、配向処理とも呼ばれる。液晶ディスプレイの配向膜にはポリイミドが用
いられることが多い。その形成方法は、ポリイミドの前駆体であるポリアミド酸を各種溶
媒に溶かして、基板上にスピン塗布または印刷によって塗布し、基板を200℃以上の高温
で加熱することで、溶媒を除去すると共に、ポリアミド酸をポリイミドにイミド化閉環反
応させる。この時の膜厚100ｎｍ程度の薄膜である。このポリイミド薄膜表面をラビング
布により表面を一定方向に擦ることで、表面のポリイミド高分子鎖をその方向に配向させ
、表面高分子の異方性の高い状態を実現する。しかしながら、ラビングによる静電気や異
物の発生、基板表面の凹凸によるラビングの不均一等の問題があり、ラビング布との接触
を必要としない、偏光した光を用いて分子配向を制御する光配向法が採用されつつある。
【０００５】
　液晶配向膜の光配向法には、アゾ色素のように偏光した紫外線を照射することで分子内
の幾何学的配置が変化する光異性化型、ケイ皮酸やクマリン、カルコン等の分子骨格同士
が偏光した紫外線によって化学結合を発生させる光二量体化型、等があるが、高分子を偏
光した紫外線を照射することで、その方向に並んでいる高分子鎖のみ切断分解し、その偏
光方向に垂直な方向の高分子鎖を残留させる光分解型が、液晶配向膜として信頼と実績の
あるポリイミドの光配向には適している。このような光配向方法は、古くは1994年に〔非
特許文献１〕にその最初原理が開示されている。この手法は各種液晶表示方式で検討がな
されたが、そのうちＩＰＳ方式に関しては、初期配向方向の変動による表示不良の発生を
低減、安定な液晶配向、量産性、かつコントラスト比を高めた高品位の画質を有する液晶
表示装置として、〔特許文献１〕に開示されている。この中では、シクロブタンテトラカ
ルボン酸２無水物および又はその誘導体と芳香族ジアミンからなるポリアミック酸または
ポリイミドを、加熱，赤外線照射，遠赤外線照射，電子線照射，放射線照射のうち少なく
とも一つの二次処理を施す配向処理により前記配向制御能が付与されていることを示して
いる。そして、特に、加熱，赤外線照射，遠赤外線照射，電子線照射，放射線照射のうち
少なくとも一つの処理を偏光照射処理と時間的な重なりをもって行うことにより本発明は
さらに有効に作用すること、配向制御膜のイミド化焼成処理と偏光照射処理を時間的な重
なりをもって行うことによっても有効に作用することが示されている。特に、液晶配向膜
に偏光照射に加え、加熱，赤外線照射，遠赤外線照射，電子線照射，放射線照射のうち少
なくとも一つの処理を行う場合に、配向制御膜の温度が100℃～400℃の範囲であること、
さらには150℃～300℃の範囲であることが望ましく、加熱，赤外線照射，遠赤外線照射の
処理は配向制御膜のイミド化焼成処理と兼用することも可能であり有効であることが示さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２０６０９１号公報
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】長谷川雅樹、平洋一「ポリイミドの光分解によるネマチック液晶のホモ
ジニアス配向」第20回液晶討論会予稿集、232～233頁、1994年
【非特許文献２】P. Gass, H. Stevenson, R. Bay, H. Walton, N. Smith, S. Terashita
, and M. Tillin「垂直配向LCD用パターン化光配向」シャープ技報第85号(2003)24-29
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　従来、配向膜の形成は、ポリイミドの前駆体であるポリアミド酸の段階で高極性溶媒に
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溶解し、塗布乾燥させて薄膜化した後、加熱によってイミド化反応をさせていた。しかし
、イミド化が進行するにつれて高分子鎖の直線性が増大していくが、同時に粘度も増加す
るため、一定度以上のイミド化が進行しなかった。このため、部分的に屈曲した部位を含
むポリイミドとなるため、表面異方性を与える分子骨格自身の異方性が低下し、高いアン
カリング力を与えることが困難であった。
【０００９】
　また、事前に希薄溶液中でイミド化反応させたものを塗布、乾燥させて薄膜化させる場
合は、事前に高イミド化すると、溶媒への溶解性が低下し、所望の薄膜を形成することが
困難であった。
【００１０】
　本発明は、より高品質な、イミド化率が向上し、表面異方性が大きく、アンカリング力
が強い液晶用配向膜を作製することができる配向膜形成用溶媒を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記の課題を解決するために、本発明の配向膜形成用溶媒は、液晶表示装置用の高分子
を含む配向膜を形成するための配向膜形成用溶媒において、前記高分子を塗膜し、配向膜
を形成する成膜工程の途中で化学構造を変化させることが可能な可変性化合物を含むこと
を特徴とする。
【００１２】
　また、本発明の配向膜形成用溶媒は、前記配向膜の高分子がポリイミドを含み、ポリイ
ミドの前駆体となるポリアミド酸を塗膜し、イミド化焼成する成膜工程中は液体であるが
、イミド化焼成後に気化させるための化学構造に変化させることが可能な可変性化合物を
含むことを特徴とする。
【００１３】
　本発明の配向膜材料は、前記の配向膜形成用溶媒と、ポリイミドの前駆体であるポリア
ミド酸を含むことを特徴とするものである。
【００１４】
　本発明の液晶表示装置の製造方法は、液晶表示装置用の高分子を含む配向膜の形成工程
として、前記の配向膜形成用溶媒に高分子を溶かした溶液を基板に塗布するステップと、
前記塗布した高分子をイミド化焼成するステップと、前記配向膜形成用溶媒中に含まれる
前記可変性化合物の化学構造を変化させるステップと、化学構造が変化した溶媒を除去す
るステップと、残された高分子薄膜に光配向用の偏光した光を照射するステップとを含む
ことを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明により、液晶配向膜の品質、例えばポリイミドのイミド化率が向上し、高分子鎖
直線性が高まり、光配向処理時に強い表面異方性、アンカリング力が得ることができ、か
つ得られたポリイミドのガラス転移温度も向上するために、力学的強度が高まり、液晶表
示装置の残像を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の、可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒の基本概念を示す図。
【図２】本発明の、可変性化合物を含むポリイミド配向膜材料の形成過程での構造変化の
説明図。
【図３】本発明の、可変性化合物を含むポリイミド配向膜材料の薄膜の面内異方性の説明
図。
【図４】本発明の、可変性化合物を含むポリイミド配向膜材料の薄膜の表面異方性測定系
の説明図。
【図５】本発明の、可変性化合物を含むポリイミド配向膜材料の薄膜を用いた液晶セルの



(8) JP 2012-113212 A 2012.6.14

10

20

30

40

50

アンカリング力測定系の説明図。
【図６（ａ）】本発明に関わる液晶表示装置の概略構成の一例を示す模式ブロック図。
【図６（ｂ）】液晶表示パネルの１つの画素の回路構成の一例を示す模式回路図。
【図６（ｃ）】液晶表示パネルの概略構成の一例を示す模式平面図。
【図６（ｄ）】図６（ｃ）のＡ－Ａ’線における断面構成の一例を示す模式断面図。
【図７】本発明によるＩＰＳ方式液晶表示パネルの概略構成の一例を示す模式図。
【図８】本発明によるＦＦＳ方式液晶表示パネルの概略構成の一例を示す模式図。
【図９】本発明によるＶＡ方式液晶表示パネルの概略構成の一例を示す模式図。
【図１０】発明による配向膜形成用溶媒の沸点測定のための重量変化プロファイルの模式
図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明について、図面を参照して実施の形態（実施例）とともに詳細に説明する
。
  なお、実施例を説明するための全図において、同一機能を有するものは、同一符号を付
け、その繰り返しの説明は省略する。
【００１８】
　最初に、液晶表示装置用の高分子を含む配向膜を形成するための配向膜形成用溶媒にお
いて、前記高分子を塗膜し、成膜工程の途中で化学構造を変化させることが可能な可変性
化合物の基本的構造について、図表を用いて説明する。
【００１９】
　図１の（ａ）には、本発明の配向膜形成用溶媒に溶解させた高分子として、ポリイミド
の前駆体であるポリアミド酸溶液の溶液状態を模式的に示した。本発明の配向膜形成用溶
媒には、以下に説明する特異な機能を実現する可変性化合物と、それ以外の溶媒分子とが
含まれており、これらによってポリアミド酸は溶液状態に保たれている。
【００２０】
　図１の（ｂ）には、本発明の配向膜形成溶媒を用いて、ポリイミドの光配向膜を形成す
る過程のブロック図を示した。最初に、目的のポリイミドの前駆体であるポリアミド酸を
本発明の配向膜形成溶媒に溶かして、溶液を調製する。次に配向膜を形成する下地基板の
上にスピンコート、フレクソ印刷、インクジェット印刷等の湿式方法により、溶液を塗布
する。次に塗布した溶液の膜厚が表面張力や下地の凹凸により著しく平坦性が乱されない
ように予備乾燥する。このような状態にして、基板温度を高温にして、ポリアミド酸の分
子構造を熱変化させてイミド化焼成する。次に、本発明の配向膜形成用溶媒中に含まれる
可変性化合物の化学構造を変化させるために、紫外線を照射する。次に、このような変化
をさせた後、溶媒を除去する。次に、残されたポリイミド薄膜に光配向用の偏光紫外線を
照射して、ポリイミド主鎖中の偏光方向に揃ったシクロブタン骨格を光分解し、ポリイミ
ド鎖を切断する。最後に、紫外線によるポリイミドの光分解物を除去する。このようにし
て、光配向したポリイミド配向膜を作製することができる。
【００２１】
　次に、本発明の配向膜形成溶媒を用いることにより、光配向に適した高品質なポリイミ
ド薄膜が得られることを、図２を用いて説明する。
【００２２】
　図２の（ａ）には、一例として、シクロブタン誘導体の酸無水物とフェニルジアミンか
ら合成されたポリアミド酸高分子の分子骨格を示した。ポリアミド酸高分子には、アミド
結合－ＮＨＣＯ－が高分子主鎖上にあり、この場合は－シクロブタン－ＣＯＮＨ－フェニ
レン－ＮＨＣＯ－シクロブタン－のような繰り返し構造となっている。このアミド結合の
部分は、シクロブタン－ＣＯ間の炭素－炭素一重結合、アミド結合内部の炭素－窒素一重
結合、フェニレン－ＮＨ間の炭素－窒素一重結合の周りで、自由に回転することができる
ため、アミド結合を中心に高分子主鎖のコンフォメーションが変化し、ポリアミド酸高分
子全体で見ると、屈曲性の高い高分子となっており、折れ曲がった紐のようなイメージの
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高分子となっている。
【００２３】
　図２の（ｂ）には、このシクロブタン誘導体の酸無水物とフェニルジアミンから合成さ
れたポリアミド酸高分子が、完全にイミド化した場合の、ポリイミド高分子の分子骨格を
示した。アミド結合がイミド化閉環すると、平面性が高く、剛直なイミド骨格（Ｃ－ＣＯ
－Ｎ－ＣＯ－Ｃの五員環）が形成される。このため、自由に回転できる主鎖上の結合は、
イミド環の窒素－フェニル環の炭素間のみとなり、ポリイミド主鎖全体は、剛直で直線性
の高い高分子となる。
【００２４】
　図２の（ｃ）には、この完全なポリイミドが偏光した紫外線によって光分解された構造
を示した。主鎖上にフェニル環を持つポリイミドでは、この主鎖方向に強い双極子モーメ
ントを有するため、この方向に平行な紫外線を強く吸収し、垂直な方向の紫外線は吸収し
ない。このフェニル環の吸収は波長220～240nm付近にピークを持つ強い吸収として現れる
が、この波長の光を吸収すると、フェニル環が光励起され、その励起エネルギが隣接する
イミド環に移動、活性化し、元々分解しやすい骨格であるシクロブタン骨格を分解する。
このため、高分子主鎖のシクロブタン部分で解離していく。偏光した紫外線で分解してい
くことから、例えば偏光方向に完全なポリイミドが配向している場合には、すべてのシク
ロブタン骨格が分解していくが、垂直な方向の完全なポリイミドは分解されない。このよ
うにして、垂直な方向のポリイミドが残留することにより、その方向に伸びたポリイミド
主鎖からなる配向膜表面が形成される。
【００２５】
　このように完全なイミド化が進行した場合には、最終的に得られる配向膜表面のポリイ
ミド主鎖もまた特定方向に長く伸びた高分子となっている。しかしながら、実際には以下
のような理由で完全なイミド化が実現できないことがわかる。すなわち、図２の（ａ）の
ごとく、最初のポリアミド酸は屈曲性高い高分子であり、その中のアミド結合部分は自由
に折れ曲がっている。このようなポリアミド酸の溶液を塗布して、予備乾燥し、ある程度
の一定膜厚とした状態でも、ポリアミド酸は屈曲性の高い高分子のままであり、無数のポ
リアミド酸高分子が互いに絡み合った状態で、ある程度固まって膜の形態を保持している
。この状態で加熱することによりイミド化焼成すると、イミド化が進行した部分から直線
性の高い骨格にコンフォメーションが変化していくが、濃厚に絡み合った屈曲性の高分子
が完全に直線性の高分子に変化することは困難である。したがって、イミド化が進行する
ためには、アミド結合がイミド骨格に閉環、直線化していくための自由空間と、低い粘度
が必要であるが、それでも完全なイミド化を行うことは困難である。また、従来のイミド
化反応では、N-メチル-2-ピロリドン (N-methylpyrrolidone、NMP、沸点202℃)、N,N-ジ
メチルホルムアミド(N,N-dimethylformamide, 略称DMF、沸点153℃)、ジメチルスルホキ
シド（dimethyl sulfoxide、略称DMSO、沸点189℃）、γ-ブチロラクトン（ガンマブチロ
ラクトン、英: Gamma-Butyrolactone、略称: GBL、沸点204℃）のような高極性溶媒を用
いているが、十分なイミド化を加熱によって行うためには200℃以上の加熱が必要であり
、イミド化の進行と共に、溶媒そのものも蒸発していくために、ますます高粘度となり、
完全なイミド化を阻害する。従って、出来上がったポリイミドは部分的には直線性の高い
イミド骨格を持つが、屈曲性の高いアミド結合部分はイミド化できずに残ったような、不
完全なポリイミドとなっている。このような不完全なポリイミドに対して偏光紫外線を照
射し、光分解を行った場合、その偏光方向に揃ったイミド環部分は光分解できるが、屈曲
性が高くアミド結合として残っていた部分はフェニル環からのエネルギ移動が抑制され、
光分解されずに残る。従って、1本のポリイミド高分子の中で、部分的に切断された状態
となり、残される偏光方向に垂直なポリイミドも、部分的に切断された状態となる。した
がって、完全なポリイミドに比べると、表面異方性が小さな配向膜となり、表面異方性に
関連の深い液晶配向膜としてのアンカリング特性が悪化する。
【００２６】
　仮に、イミド化の段階では溶媒として残留可能な、より高沸点の溶媒を用いると、従来
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てイミド化は更に進行するが、通常の高沸点溶媒ではイミド化が終わった段階でも溶媒の
まま残留するために、その溶媒を除去する方法がない。そのためには過度に高温化、例え
ば400℃以上にするとか、極めて高い真空排気（10－３Torr以下）するとかの手段が必要
になる。このようなプロセスの採用は、液晶ディスプレイに過剰な設備を必要とすること
になり、高コスト化の要因となってしまう。
【００２７】
　ところが、本発明の配向膜形成溶媒では、イミド化焼成の段階までは高沸点の溶媒であ
るが、それが完了した後に、配向膜形成溶媒中に含まれる可変性化合物の化学構造を変化
させて、揮発性の高い溶媒に変化させてやることで、過度の高温や排気手段を用いること
なく、溶媒除去が可能となる。更に、光配向とは異なる波長の光によって可変性化合物の
化学構造変化をさせることで、配向規制力に影響を与えることなく、溶媒除去が可能とな
る。また、光配向に用いる紫外線光源の光を分光して利用すれば、光配向用と可変性化合
物の化学構造変化用の２種類の光を同一の光源から得ることができ、新たな光源設備を導
入する必要もなく、低コスト化が実現できる。
【００２８】
　次に、このような可変性化合物の基本構造について説明する。
【００２９】
　本発明は、液晶表示装置用の高分子を含む配向膜を形成するための配向膜形成用溶媒に
おいて、前記高分子を塗膜し、成膜工程の途中で化学構造を変化させることが可能な可変
性化合物を含む配向膜形成用溶媒にある。また、前記配向膜形成用溶媒において、液晶表
示装置用の高分子がポリイミドを含み、ポリイミドの前駆体となるポリアミド酸を塗膜し
、イミド化焼成する成膜工程中は液体であるが、イミド化焼成後に気化させるための化学
構造に変化させることが可能な可変性化合物を含むことを特徴とする配向膜形成用溶媒に
ある。
【００３０】
　このような化学構造を変化させることができる可変性化合物の一例は〔化１〕で示され
る化学構造であることを特徴とする配向膜形成用溶媒にある。
【００３１】
【化１】

【００３２】
ここで、R1＝芳香族炭素化合物、R2＝脂肪族炭素化合物を表す。
【００３３】
　R1の一例としては、〔化２〕で示されるようなフェニル基、〔化３〕で示されるような
ナフチル基があげられる。
【００３４】

【化２】

【００３５】



(11) JP 2012-113212 A 2012.6.14

10

20

30

40

50

【化３】

【００３６】
ここで、X1またはX2＝置換基。
【００３７】
　或いはそれ以上の分子量を有する芳香族炭素化合物、例えばアントラセン、テトラセン
、ペンタセン、インデン、アズレン、フルオレン、フェナントレン、ピレン等の縮合ベン
ゼン環を元とする芳香族炭素化合物、またはビフェニル、ターフェニル、セキシフェニル
等の複数のベンゼン環が結合した構造を元とする芳香族炭素化合物、またはフラン、ピロ
ール、ピラゾール、ピラゾリン、イミダゾール、オキサゾール、チアゾール、オキサジア
ゾール、トリアゾール、チアジアゾール、ピラン、ピリジン、ピリダジン、ピリミジン、
ピラジン、トリアジン、ベンゾフラン、ベンゾチオフェン、インドール、ベンジイミダゾ
ール、ベンゾイミダゾール、プリン、キノリン、イソキノリン、クマリン、シノリン、キ
ノザリン、ジベンゾフラン、カルバゾール、アクリジン、フェナントロリン、フェノチア
ジン、フラボン、等の複素共役系化合物を元とする芳香族炭素化合物、等があげられる。
【００３８】
　また、R2の一例としては、直鎖状のアルキル鎖として、〔化４〕で示されるようなもの
があげられる。
【００３９】

【化４】

【００４０】
例えば、－CH3、－CH2CH3、－CH2CH2CH3、－CH2CH2CH2CH3、－CH2CH2CH2CH2CH3等があげ
られる。また、分岐したアルキル鎖として－CH(CH3)2、－C(CH3)3、－CH2CH(CH3)2、－CH

2C(CH3)3、等があげられる。或いは、後に述べるような化学構造に変化を阻害しないよう
な位置に不飽和結合－C=C－、－C≡C－が含まれていてもよく、そのアルキル鎖の途中に
、－O－、－S－、－NH－等のヘテロ原子が含まれていてもよい。
【００４１】
　これらR1について、〔化２〕に対してX1、〔化３〕に対してX2で示すような置換基を適
宜導入してもよく、X1またはX2の一例としては、－F、－Cl、－Br、－I、－OH、－SH、－
CHO、－COOH、－NH2、－N(CH3)2、－SO2OH等の置換基をあげることができる。また、R1に
対しては、脂肪族炭素化合物からなる置換基を導入することも可能であり、逆に、R2に対
しては、芳香族炭素化合物からなる置換基を導入することも可能である。これら置換基は
、後に述べるような化学構造に変化を阻害しないような位置に適宜導入することが可能で
ある。
【００４２】
　これらＲ1の中でも、〔化２〕で示されるようなフェニル基、〔化３〕で示されるよう
なナフチル基が望ましい。また、これらR2の中でも、Ｙ＝－Hの場合はｎ＝１から3が望ま
しく、Yの中に更にハロゲン元素－F、－Cl、－Br、－Iのいずれかが含まれる場合は、ｎ
＝1から5が望ましい。
【００４３】
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　また、本発明の配向膜形成用溶媒は、気化させるための化学構造変化する前の状態の沸
点が、化学構造変化させた後の状態の沸点よりも高い可変性化合物からなることを特徴と
している。すなわち、図１の（ｂ）に示すような配向膜形成の過程において、イミド化焼
成の段階までは液体状態にあって、ポリアミド酸に対しては溶媒として作用し、加熱によ
ってイミド化が進行しても、溶媒が残留できるためにポリアミド酸に十分な自由体積を与
え、通常の方法よりも、高いイミド化率を与えることが可能となる。更に、イミド化と共
に高分子主鎖の直線性が増加させることが可能となる。しかしながら、光配向時に溶媒が
残留すると、高分子主鎖の熱ゆらぎが容易となって、配向が乱れやすくなるために、表面
のオーダパラメータや液晶のアンカリング力、液晶セル状態での輝度緩和定数等の特性が
悪化する。このような化学構造変化の前後における沸点の変化としては、気化させるため
の化学構造変化する前の状態の沸点が220°C以上である可変性化合物からなることを特徴
とする配向膜形成用溶媒が望ましく、これは加熱によって十分なイミド化が進行するのは
200℃以上、特に望ましいのは220℃以上であるためである。これらの物性の変化は、イミ
ド化率、オーダパラメータ、アンカリング力、輝度緩和定数によって特徴づけることがで
き、その評価方法については、後に説明する方法が一例としてあげられる。
【００４４】
　また、本発明の配向膜形成用溶媒中の可変性化合物が示すべき化学構造変化の一例には
、〔化5〕で示されるようなカルボニル化合物のNorrish分解反応を利用することができる
。
【００４５】
【化５】

【００４６】
　このような化合物を用いると、化学構造変化前の状態であるブチロフェノンは融点11～
13℃、沸点が228～230℃であるため、例えばイミド化焼成温度を220℃で行っても液体と
して存在するが、光（紫外線で、波長350nm以下）を照射すると、〔化5〕によりアセトフ
ェノンとエチレンに分解する。エチレンの沸点は-104℃であるため、通常は直ちに気化し
、アセトフェノンは融点19～20℃、沸点202℃であるため、同じイミド化焼成温度である2
20℃においても、更に紫外線を照射することでこの分解反応が進行し、分解物であるアセ
トフェノンも気化させることが可能である。従来のイミド化反応では、N-メチル-2-ピロ
リドン (N-methylpyrrolidone、NMP、沸点202℃)、N,N-ジメチルホルムアミド(N,N-dimet
hylformamide, 略称DMF、沸点153℃)、ジメチルスルホキシド（dimethyl sulfoxide、略
称DMSO、沸点189℃）、γ-ブチロラクトン（ガンマブチロラクトン、英: Gamma-Butyrola
ctone、略称: GBL、沸点204℃）のような高極性溶媒を用いており、ポリアミド酸の成膜
性を保つために、これら従来型の適宜混合溶媒とすることが望ましく、これらの溶媒が気
化してしまう高温においても、なお液状成分として残留するために、所望の機能を果たす
ことができる。すなわち、本発明の配向膜形成用溶媒において、気化させるための化学構
造変化する前の状態の分子量は、化学構造変化させた後の状態の分子量よりも高い可変性
化合物であることに特徴があり、また、気化させるための化学構造変化する前後で極性が
異なる可変性化合物であることに特徴がある。このような化学構造の変化には、カルボニ
ル化合物の脱カルボニル化反応、アゾ化合物の脱窒素反応、ニトロベンジル基を有するシ
ランカップリング反応、ビスフェニルジスルフィド化合物の二光子吸収分解反応等を利用
することも可能である。このような光反応を利用する物質を用いる場合には、その最適と
なる可変性化合物の基本構造も〔化１〕以外のものが選ばれる。いずれの場合も、本発明
の配向膜形成用溶媒においては、光を外部から照射することにより化学構造変化する可変
性化合物であることを特徴としており、望ましくは波長400nm以下の光を外部から照射す
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ることにより化学構造変化する可変性化合物であることが望ましい。
【００４７】
　また、本発明の配向膜形成用溶媒において、前記可変性化合物を化学構造変化させた後
の化合物を除去するための手段としては加熱することにより気化させることが望ましく、
特に先にも述べたように、加熱によるイミド化の温度以下の温度で加熱除去できることが
望ましく、具体的には、室温以上230℃以下で加熱することにより気化させることが望ま
しい。また、より効果的に化学構造変化させた後の化合物を除去するために、減圧するこ
とにより気化させることも可能であり、特に1mmTorr以下に減圧することにより気化させ
ることが望ましい。或いは、効果的に化学構造変化後の化合物を除去するために、適当な
温度の気流を膜表面に流すことも有効である。或いは、全く別の溶媒で化学構造変化させ
た後の化合物を除去することも可能であるが、別の溶媒を必要とする点ではコスト面で有
利とは言いがたい。
【００４８】
　また、前記配向膜形成用溶媒において、前記配向膜形成用溶媒を気化させた後に、液晶
の配向規制力が付与された配向膜となるポリイミドの形成溶媒であることを特徴とする配
向膜形成用溶媒である。特に、その配向規制力を付与する方法として、偏光した光によっ
て、前記液晶の配向規制力が付与された配向膜となることが望ましい。更に、前記配向膜
形成用溶媒において、可変性化合物の化学構造を変化させる光とは異なる波長の偏光した
光によって、前記液晶の配向規制力が付与された配向膜となるポリイミドの形成溶媒とな
ることが望ましく、また、可変性化合物の化学構造を変化させる光の波長よりも短い波長
の偏光した光によって、前記液晶の配向規制力が付与された配向膜となるポリイミドの形
成溶媒であることが望ましい。このように選択的に照射する光を選ぶことで、同じ基板加
熱温度で、光の切り替えだけで成膜プロセスを制御することが可能となる。
【００４９】
　また、本発明の配向膜形成用溶媒において、偏光した光によって主鎖の一部が切断され
ることにより、前記液晶の配向規制力が付与された配向膜となるポリイミドの形成溶媒で
あることが望ましい。このような材料を選ぶことで、液晶配向膜として実績のあるポリイ
ミドを用いることが可能である。
【００５０】
　また、本発明の配向膜形成用溶媒において、前記可変性化合物の化学構造を変化させた
構造の一部が、配向膜形成用溶媒を気化させる際に、配向膜中に残留することが可能な化
学構造であることが最終的な配向膜の高機能化にとっては望ましい場合がある。例えば、
配向膜中に残留することが可能な化学構造として、可視光に対しては透明であるが、紫外
光に対して吸収を有する化学構造を用いると、配向膜自身に紫外線フィルタの機能を付与
することが可能となる。
【００５１】
　また、本発明の配向膜形成用溶媒においては、これまでに述べたように配向膜形成用溶
媒を気化させた後に、液晶の配向規制力が膜面内に液晶を配向させる規制力を付与された
配向膜となるポリイミドの形成溶媒であることが望ましい。或いは、その配向規制力が膜
面内に30度以上立った方向に液晶を配向させる規制力を付与された配向膜となるポリイミ
ドの形成溶媒であることを特徴とする配向膜形成用溶媒であることが望ましい。これら配
向規制力の方向は、後に述べるような液晶ディスプレイの各種表示方式にとって望ましい
方向となるように設定されるが、その配向方向を更に高めるために、或いはプレチルト角
を誘起するために意図的に前記可変性化合物の化学構造を変化させた構造の一部を配向膜
中に残留させることも可能である。また、本発明の配向膜形成用溶媒を用いて液晶表示装
置を製造することにより、従来方法以上の高アンカリング、高コントラスト、低残像な液
晶表示装置を提供することが可能となる。
【００５２】
　本発明の配向膜形成用溶媒により高品質化された配向膜の性質は、その膜のイミド化率
、オーダパラメータ、アンカリング力、輝度緩和定数によって特徴づけることができる。
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【００５３】
　まず、その配向膜のイミド化率は、図２の（ａ）と（ｂ）を比べると明らかなように、
アミド結合付近の１Ｈ－ＮＭＲを使用して測定した。すなわち、固体ＮＭＲを用い、ポリ
アミド酸付近のカルボン酸のプロトン由来のピーク積分値またはアミド結合部分のプロト
ン由来のピーク積分値を求め、全くイミド化していない初期の膜の値をイミド化率０％、
このピーク強度が０となる場合をイミド化率100％として、その閉環率を算出した。
【００５４】
　また、その配向膜のオーダパラメータは、以下の方法で測定した。
  一つの方法は配向膜の膜面内の吸収異方性を測定する方法である。図３の（ａ）には、
光配向処理によって膜面内に異方性を誘起された配向膜のモデル図を示した。偏光した紫
外線によってポリイミド鎖が切断される場合、その高分子のフェニル環の主鎖方向に遷移
モーメントを有するため、その方向の光が強く吸収され、その方向の高分子主鎖のシクロ
ブタン環が開環し、主鎖が切断される（図２の（ｃ）参照）。これに対して、偏光した紫
外線に垂直な方向の主鎖は切断されないため、高分子のまま残留する。この結果、光配向
処理を終えた配向膜は、この偏光した紫外線照射方向に垂直な方向に高分子主鎖が残り（
この方向をL－L’とする）、平行な方向の高分子主鎖が切断され（この方向をV－V’とす
る）、これらは膜の中心点Ｏの回りで９０度の関係にある。光配向処理を終えた配向膜に
対して、偏光光源を用いた分光光度測定を行った一例を図３の（ｂ）に示した。偏光光源
の偏光方向と高分子主鎖が残った方向（L－L’）が平行な場合（図中「平行」と記載）と
、薄膜を中心点Ｏの回りで９０度回転させて偏光光源の偏光方向と高分子主鎖が残った方
向（L－L’）が垂直な場合（図中「垂直」と記載）の吸光度の波長依存性を示している。
この波長233 nmをピークとする吸収が見られるが、その強度は「平行」の場合が「垂直」
の場合よりも強い。このピーク波長における吸光度をそれぞれ、Ｉ平行、Ｉ垂直とすると
、膜の光吸収によるオーダパラメータＳ膜は次式で与えられる。
【００５５】
【数１】

【００５６】
このように、膜単独での吸収スペクトルが測定可能な時は、その吸光度の異方性からオー
ダパラメータを求めることができる。
【００５７】
　もう一つのオーダパラメータを測定する方法は、膜の光電子放出の異方性を利用するも
のである。前段で述べた方法は膜の吸収に依存する方法であり、特に紫外線領域の光吸収
であるため、配向膜を担持する基板は紫外線を透過可能な材質、例えば合成石英でなけれ
ばならない。また、実際の液晶パネルでは配向膜と基板の間に、ＴＦＴ回路や層間絶縁膜
、配線等の各種部材が高密度に実装されている。このため、配向膜単独での吸収スペクト
ルを測定することが困難である。そこで、この高分子主鎖方向のフェニル環の異方的吸収
によって、その方向に励起状態を生成し、そこに第２の光を照射することで更に高エネル
ギ状態に遷移させて、光電子放出させることで、配向膜表面のオーダパラメータを評価し
た。図４の（ａ）に示すように、具体的には、低エネルギ電子分光装置（理研計器製ＡＣ
－２）を用い、光源には分光光源（重水素ランプを回折格子で分光、波長364～200 nm、
光量を50 nW、励起エネルギの低い方から高い方へスキャン）と定常光源（He-Neレーザ、
波長632.8 nm、光量2 mW）を用い、両者をコリメートして同一光路とし、偏光子を用いて
、一方向に偏光した光としたものを励起光源（２）、配向膜（１）の表面に向けて照射さ
れた光を励起光（３）とした。ここでは、励起光（３）の偏光方向をP－P’とし、P－P’
が膜面と平行となり、かつ（特には図示していないが）分光光源と定常光源の強度がその
偏光方向で最大となるように分光光源、定常光源の光学的配置を最適化した。このように
して励起光（３）を配向膜（１）に照射すると、分光光源の波長がある波長よりも短い光
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から光電子（４）が放出され始め、その光電子を配向膜直上に設けた光電子検出器（５）
によって単位時間当たりの光電子数を計数したものを光電子検出量とした。図４の（ｂ）
には、得られる光電子検出量の平方根と分光光源の励起エネルギ（＝1240／分光光源の波
長[nm]、単位eV）の概略を示した。例えば、図３の（ｂ）に例示したようなポリイミドか
らなる配向膜では、定常光がない場合は波長215 nmよりも分光光源の波長が短くなると光
電子が検出され始める（S0の位置）が、定常光を用いるとそれよりも長波長の波長310 nm
付近から光電子が検出されはじめる（S1の位置）。これは励起光源単独では通常の光吸収
は起こるが、膜から光電子を放出させるエネルギが不足しているが、定常光源を付加する
ことで光吸収により励起された電子が更に高エネルギまで励起されて、光電子放出にいた
るためと考えられる。オーダパラメータ評価のためには、励起光源の波長を、吸収スペク
トルの異方性が最大となる波長、例えば図３の（ｂ）に示した材料の場合はそのピーク波
長である232 nmに固定し、定常光のある状態で、励起光の偏光方向P－P’と配向膜の光配
向方向L－L’を平行にした時の光電子検出量の平方根J平行と、励起光の偏光方向P－P’
と配向膜の光配向方向に垂直な方向V－V’を平行にした時の光電子検出量の平方根J垂直

を測定し、次式によって配向膜のオーダパラメータＳ表面を決定した。
【００５８】
【数２】

【００５９】
このような光電子放出の脱出深さは数nm程度とされるので、膜表面だけの高分子主鎖の異
方性が検知でき、下地の影響を受けない。また、製品として液晶が封入された場合でも、
その液晶パネルを解体し、配向膜表面に付着した液晶をヘキサン等配向膜を侵さない溶媒
で洗浄してから測定することで、そのオーダパラメータを評価することが可能である。
【００６０】
　次に、アンカリング力は次の方法で測定した。すなわち、２枚一組のガラス基板に配向
膜を塗布して光配向処理を行い、その２枚の配向膜の配向方向が平行となるようにして、
適当な厚みｄのスペーサを介在させて、評価用ホモジニアス配向液晶セルを作製する。こ
れに材料物性が既知のカイラル剤入りネマチック液晶材料（らせんピッチｐ、弾性定数Ｋ

2）を封入し、配向を安定化させるために一度液晶等方相に評価用セルを保持した後、室
温に戻し、以下の方法でツイスト角φ2を測定する。次に、空気の圧力または遠心力でセ
ル内の大部分の液晶を除去し、セル内を溶媒洗浄、乾燥させてから、同じ液晶でカイラル
剤のないものを封入し、同様に配向を安定化させてから、ツイスト角φ1を測定する。こ
の時、アンカリング強度は次式によって与えられる。
【００６１】

【数３】

【００６２】
また、ツイスト角は、図５に示すような光学系を用いて測定した。すなわち、可視光源（
６）とフォトマル（１０）を同一直線上にコリメートし、その間に偏光子（７）、評価用
セル（８）、検光子（９）の順に配置する。可視光源（６）にはタングステンランプを用
い、まず偏光子（７）の透過軸と検光子（９）の吸収軸を評価用セル（８）の配向膜の配
向方向（L－L’）とほぼ平行に合わせる。次に、偏光子のみを回転し、透過光強度が最小
になるように角度を変化させる。次に、検光子のみを回転し、透過光強度が最小になるよ
うに角度を変化させる。以下、同様に偏光子のみの回転、検光子のみの回転を繰り返し、
角度が一定になるまで繰り返す。最終的に収束した時点での偏光子の透過軸回転角度φ偏

光子と、検光子の吸収軸回転角度φ検光子に対して、ツイスト角φ＝φ検光子－φ偏光子
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と定義する。ここで、測定の読み取り誤差は用いる液晶の屈折率異方性Δｎと液晶セルの
厚みｄとを調節することで低減できる。
【００６３】
　次に、輝度緩和定数は以下の方法で決定した。後に詳細に述べるような手順によって、
配向膜を含む各種液晶表示素子を作製する。この液晶表示装置に、白黒のウィンドウパタ
ーンを所定時間連続表示後（これを焼付け時間と称する）、直ちに全画面中間調のグレー
レベルの表示電圧に切り替え、ウィンドウパターン（焼き付き、残像ともいう）が消失す
る時間を計測する。理想的は配向膜においては、液晶表示装置のいずれの部分にも残留電
荷が発生せず、配向規制力方向も乱されることがないため、表示電圧の切り替えと共に、
直ちに全画面グレーレベルの表示になるが、駆動の伴う残留電荷の発生や配向規制力方向
の乱れ等によって、明領域（白パターンの部分）は実効的な配向状態が理想的なレベルか
らずれるために、輝度が異なって見えてしまうが、この中間調表示の電圧で更に長時間保
持すると、この電圧での残留電荷や配向規制力方向にやがて落ち着くことになり、均一表
示に見えてくる。液晶表示素子の面内輝度分布をＣＣＤカメラによって測定し、均一表示
になるまでの時間を焼き付き時間とし、この焼き付き時間をもって、その液晶表示素子の
輝度緩和定数とした。
【００６４】
　次に、本発明の配向膜形成用溶媒により高品質化された配向膜を作製された液晶表示装
置について、説明する。
【００６５】
　図６（ａ）から図６（ｄ）は、本発明に関わる液晶表示装置の概略構成の一例を示す模
式図である。
  図６（ａ）は、本発明に関わる液晶表示装置の概略構成の一例を示す模式ブロック図で
ある。図６（ｂ）は、液晶表示パネルの１つの画素の回路構成の一例を示す模式回路図で
ある。図６（ｃ）は、液晶表示パネルの概略構成の一例を示す模式平面図である。図６（
ｄ）は、図６（ｃ）のＡ－Ａ’線における断面構成の一例を示す模式断面図である。
【００６６】
　本発明の配向膜形成用溶媒により高品質化された配向膜は、たとえば、アクティブマト
リクス方式の液晶表示装置に適用される。アクティブマトリクス方式の液晶表示装置は、
たとえば、携帯型電子機器向けのディスプレイ（モニター）、パーソナルコンピュータ用
のディスプレイ、印刷やデザイン向けのディスプレイ、医療用機器のディスプレイ、液晶
テレビなどに用いられている。
【００６７】
　アクティブマトリクス方式の液晶表示装置は、たとえば、図６（ａ）に示すように、液
晶表示パネル（101）、第１の駆動回路（102）、第２の駆動回路（103）、制御回路（104
）、およびバックライト（105）を有する。
【００６８】
　液晶表示パネル（101）は、複数本の走査信号線ＧＬ（ゲート線）および複数本の映像
信号線ＤＬ（ドレイン線）を有し、映像信号線ＤＬは第１の駆動回路（102）に接続して
おり、走査信号線ＧＬは第２の駆動回路（103）に接続している。なお、図６（ａ）には
、複数本の走査信号線ＧＬのうちの一部を示しており、実際の液晶表示パネル（101）に
は、さらに多数本の走査信号線ＧＬが密に配置されている。同様に、図６（ａ）には、複
数本の映像信号線ＤＬのうちの一部を示しており、実際の液晶表示パネル（101）には、
さらに多数本の映像信号線ＤＬが密に配置されている。
【００６９】
　また、液晶表示パネル（101）の表示領域ＤＡは、多数の画素の集合で構成されており
、表示領域ＤＡにおいて１つの画素が占有する領域は、たとえば、隣接する２本の走査信
号線ＧＬと隣接する２本の映像信号線ＤＬとで囲まれる領域に相当する。このとき、１つ
の画素の回路構成は、たとえば、図６（ｂ）に示すような構成になっており、アクティブ
素子として機能するＴＦＴ素子Ｔｒ、画素電極ＰＸ、共通電極ＣＴ（対向電極と呼ぶこと
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もある）、液晶層ＬＣを有する。またこのとき、液晶表示パネル１には、たとえば、複数
の画素の共通電極ＣＴを共通化する共通化配線ＣＬが設けられている。
【００７０】
　また、液晶表示パネル（101）は、たとえば、図６（ｃ）および図６（ｄ）に示すよう
に、アクティブマトリクス基板（106）と対向基板（107）の表面に配向膜（606）および
（705）を形成し、それら配向膜の間に液晶層ＬＣ（液晶材料）を配置した構造になって
いる。また、ここでは特に図示していないが、配向膜（606）とアクティブマトリクス基
板（106）の間、または配向膜（705）と対向基板（107）の間に、適宜中間層（例えば位
相差板や色変換層、光拡散層等の光学的中間層）を設けてもよい。このとき、アクティブ
マトリクス基板（106）と対向基板（107）とは、表示領域ＤＡの外側に設けられた環状の
シール材（108）で接着されており、液晶層ＬＣは、アクティブマトリクス基板（106）側
の配向膜（606）、対向基板（107）側の配向膜（705）、およびシール材（108）で囲まれ
た空間に密封されている。またこのとき、バックライト（105）を有する液晶表示装置の
液晶表示パネル（101）は、アクティブマトリクス基板（106）、液晶層ＬＣ、および対向
基板（107）を挟んで対向配置させた一対の偏光板（109ａ），（109ｂ）を有する。
【００７１】
　なお、アクティブマトリクス基板（106）は、ガラス基板などの絶縁基板の上に走査信
号線ＧＬ、映像信号線ＤＬ、アクティブ素子（ＴＦＴ素子Ｔｒ）、画素電極ＰＸなどが配
置された基板である。また、液晶表示パネル（101）の駆動方式がＩＰＳ方式などの横電
界駆動方式である場合、共通電極ＣＴおよび共通化配線ＣＬはアクティブマトリクス基板
（106）に配置されている。また、液晶表示パネル（101）の駆動方式がＴＮ方式やＶＡ（
Vertically Alignment）方式などの縦電界駆動方式である場合、共通電極ＣＴは対向基板
（107）に配置されている。縦電界駆動方式の液晶表示パネル（101）の場合、共通電極Ｃ
Ｔは、通常、すべての画素で共有される大面積の一枚の平板電極であり、共通化配線ＣＬ
は設けられていない。
【００７２】
　また、本発明に関わる液晶表示装置では、液晶層ＬＣが密封された空間に、たとえば、
それぞれの画素における液晶層ＬＣの厚さ（セルギャップということもある）の均一化す
るための柱状スペーサ（110）が複数設けられている。この複数の柱状スペーサ（110）は
、たとえば、対向基板（107）に設けられている。
【００７３】
　第１の駆動回路（102）は、映像信号線ＤＬを介してそれぞれの画素の画素電極ＰＸに
加える映像信号（階調電圧ということもある）を生成する駆動回路であり、一般に、ソー
スドライバ、データドライバなどと呼ばれている駆動回路である。また、第２の駆動回路
（103）は、走査信号線ＧＬに加える走査信号を生成する駆動回路であり、一般に、ゲー
トドライバ、走査ドライバなどと呼ばれている駆動回路である。また、制御回路（104）
は、第１の駆動回路（102）の動作の制御、第２の駆動回路（103）の動作の制御、および
バックライト（105）の輝度の制御などを行う回路であり、一般に、ＴＦＴコントローラ
、タイミングコントローラなどと呼ばれている制御回路である。また、バックライト（10
5）は、たとえば、冷陰極蛍光灯などの蛍光灯、または発光ダイオード（ＬＥＤ）などの
光源であり、当該バックライト（105）が発した光は、図示していない反射板、導光板、
光拡散板、プリズムシートなどにより面状光線に変換されて液晶表示パネル（101）に照
射される。
【００７４】
　図７は、本発明によるＩＰＳ方式液晶表示パネルの概略構成の一例を示す模式図である
。アクティブマトリクス基板（106）は、ガラス基板（601）などの絶縁基板の表面に、走
査信号線ＧＬおよび共通化配線ＣＬと、それらを覆う第１の絶縁層（602）が形成されて
いる。第１の絶縁層（602）の上には、ＴＦＴ素子Ｔｒの半導体層（603）、映像信号線Ｄ
Ｌ、および画素電極ＰＸと、それらを覆う第２の絶縁層（604）が形成されている。半導
体層（603）は、走査信号線ＧＬの上に配置されており、走査信号線ＧＬのうちの半導体
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層（603）の下部に位置する部分がＴＦＴ素子Ｔｒのゲート電極として機能する。また、
半導体層（603）は、たとえば、第１のアモルファスシリコンからなる能動層（チャネル
形成層）の上に、第１のアモルファスシリコンとは不純物の種類や濃度が異なる第２のア
モルファスシリコンからなるソース拡散層およびドレイン拡散層が積層された構成になっ
ている。またこのとき、映像信号線ＤＬの一部分および画素電極ＰＸの一部分は、それぞ
れ、半導体層（603）に乗り上げており、当該半導体層（603）に乗り上げた部分がＴＦＴ
素子Ｔｒのドレイン電極およびソース電極として機能する。ところで、ＴＦＴ素子Ｔｒの
ソースとドレインは、バイアスの関係、すなわちＴＦＴ素子Ｔｒがオンになったときの画
素電極ＰＸの電位と映像信号線ＤＬの電位との高低の関係によって入れ替わる。しかしな
がら、本明細書における以下の説明では、映像信号線ＤＬに接続している電極をドレイン
電極といい、画素電極に接続している電極をソース電極という。第２の絶縁層（604）の
上には、表面が平坦化された第３の絶縁層（605）（オーバーコート層）が形成されてい
る。第３の絶縁層（605）の上には、共通電極ＣＴと、共通電極ＣＴおよび第３の絶縁層
（605）を覆う配向膜（606）が形成されている。共通電極ＣＴは、第１の絶縁層（602）
、第２の絶縁層（604）、および第３の絶縁層（605）を貫通するコンタクトホールＣＨ（
スルーホール）を介して共通化配線ＣＬと接続している。また、共通電極ＣＴは、たとえ
ば、平面における画素電極ＰＸとの間隙Ｐｇが７μｍ程度になるように形成されている。
配向膜（606）は以下の実施例に記載された高分子材料が塗布され、表面に液晶配向能を
付与するための表面処理（ラビング処理等）が施されている。一方、対向基板（107）は
、ガラス基板（701）などの絶縁基板の表面に、ブラックマトリクス（702）およびカラー
フィルタ（703Ｒ，703Ｇ，703Ｂ）と、それらを覆うオーバーコート層（704）が形成され
ている。ブラックマトリクス（702）は、たとえば、表示領域ＤＡに画素単位の開口領域
を設けるための格子状の遮光膜である。また、カラーフィルタ（703Ｒ，703Ｇ，703Ｂ）
は、たとえば、バックライト（105）からの白色光のうちの特定の波長領域（色）の光の
みを透過する膜であり、液晶表示装置がＲＧＢ方式のカラー表示に対応している場合は、
赤色の光を透過するカラーフィルタ（703Ｒ）、緑色の光を透過するカラーフィルタ（703
Ｇ）、および青色の光を透過するカラーフィルタ（703Ｂ）が配置される（ここでは一つ
の色の画素について代表して示している）。また、オーバーコート層（704）は、表面が
平坦化されている。オーバーコート層（704）の上には、複数の柱状スペーサ（110）およ
び配向膜（705）が形成されている。柱状スペーサ（110）は、たとえば、頂上部が平坦な
円錐台形（台形回転体ということもある）であり、アクティブマトリクス基板（106）の
走査信号線ＧＬのうちの、ＴＦＴ素子Ｔｒが配置されている部分および映像信号線ＤＬと
交差している部分を除く部分と重なる位置に形成されている。また、配向膜（705）は、
たとえば、ポリイミド系樹脂で形成されており、表面に液晶配向能を付与するための表面
処理（ラビング処理等）が施されている。
【００７５】
　また、図７の方式の液晶表示パネル（101）における液晶層ＬＣの液晶分子（111）は、
画素電極ＰＸと共通電極ＣＴの電位が等しい電界無印加時には、ガラス基板（601），（7
01）の表面にほぼ平行に配向された状態であり、配向膜（606），（705）に施されたラビ
ング処理で規定された初期配向方向に向いた状態でホモジニアス配向している。そして、
ＴＦＴ素子Ｔｒをオンにして映像信号線ＤＬに加えられている階調電圧を画素電極ＰＸに
書き込み、画素電極ＰＸと共通電極ＣＴとの間の電位差が生じると、図中に示したような
電界（112）（電気力線）が発生し、画素電極ＰＸと共通電極ＣＴとの電位差に応じた強
度の電界（112）が液晶分子（111）に印加される。このとき、液晶層ＬＣが持つ誘電異方
性と電界（112）との相互作用により、液晶層ＬＣを構成する液晶分子（111）は電界（11
2）の方向にその向きを変えるので、液晶層ＬＣの屈折異方性が変化する。またこのとき
、液晶分子（111）の向きは、印加する電界（112）の強度（画素電極ＰＸと共通電極ＣＴ
との電位差の大きさ）によって決まる。したがって、液晶表示装置では、たとえば、共通
電極ＣＴの電位を固定しておき、画素電極ＰＸに加える階調電圧を画素毎に制御して、そ
れぞれの画素における光透過率を変化させることで、映像や画像の表示を行うことができ
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る。
【００７６】
　図８は、本発明によるＦＦＳ方式液晶表示パネルの概略構成の一例を示す模式図である
。アクティブマトリクス基板（106）は、ガラス基板（601）などの絶縁基板の表面に、共
通電極ＣＴ、走査信号線ＧＬ、および共通化配線ＣＬと、それらを覆う第１の絶縁層（60
2）が形成されている。第１の絶縁層（602）の上には、ＴＦＴ素子Ｔｒの半導体層（603
）、映像信号線ＤＬ、およびソース電極（607）と、それらを覆う第２の絶縁層（604）が
形成されている。このとき、映像信号線ＤＬの一部分およびソース電極（607）の一部分
は、それぞれ、半導体層（603）に乗り上げており、（ここでは奥行き方向に隠れて図示
されないが）当該半導体層（603）に乗り上げた部分がＴＦＴ素子Ｔｒのドレイン電極お
よびソース電極として機能する。また、図８の液晶表示パネル（101）では、第３の絶縁
層（605）が形成されておらず、第２の絶縁層（604）の上に画素電極ＰＸと、画素電極Ｐ
Ｘを覆う配向膜（606）が形成されている。画素電極ＰＸは、第２の絶縁層（604）を貫通
するコンタクトホールＣＨ（スルーホール）を介してソース電極（607）と接続している
。このとき、ガラス基板（601）の表面に形成された共通電極ＣＴは、隣接する２本の走
査信号線ＧＬと隣接する２本の映像信号線ＤＬで囲まれた領域（開口領域）に平板状に形
成されており、当該平板状の共通電極ＣＴの上に、複数のスリットを有する画素電極ＰＸ
が積層されている。またこのとき、走査信号線ＧＬの延在方向に並んだ画素の共通電極Ｃ
Ｔは、共通化配線ＣＬによって共通化されている。一方、図８の液晶表示パネル（101）
における対向基板（107）は、図７の液晶表示パネル（101）の対向基板（107）と同じ構
成である。そのため、対向基板（107）の構成に関する詳細な説明は省略する。
【００７７】
　図９は、本発明によるＶＡ方式液晶表示パネルの主要部の断面構成の一例を示す模式断
面図である。縦電界駆動方式の液晶表示パネル（101）は、たとえば、図９に示すように
、アクティブマトリクス基板（106）に画素電極ＰＸが形成されており、対向基板（107）
に共通電極ＣＴが形成されている。縦電界駆動方式の１つであるＶＡ方式の液晶表示パネ
ル（101）の場合、画素電極ＰＸおよび共通電極ＣＴは、たとえば、ＩＴＯなどの透明導
電体によりベタ形状（単純な平板形状）に形成されている。このとき、液晶分子（110）
は、画素電極ＰＸと共通電極ＣＴの電位が等しい電界無印加時には、配向膜（606），（7
05）によりガラス基板（601），（701）の表面に対して垂直に並べられている。そして、
画素電極ＰＸと共通電極ＣＴとの間に電位差が生じると、ガラス基板（601），（701）に
対してほぼ垂直な電界（112）（電気力線）が発生し、液晶分子（111）が基板（601），
（701）に対して平行な方向に倒れ、入射光の偏光状態が変化する。またこのとき、液晶
分子（111）の向きは、印加する電界（112）の強度によって決まる。したがって、液晶表
示装置では、たとえば、共通電極ＣＴの電位を固定しておき、画素電極ＰＸに加える映像
信号（階調電圧）を画素毎に制御して、それぞれの画素における光透過率を変化させるこ
とで、映像や画像の表示を行う。また、ＶＡ方式の液晶表示パネル（101）における画素
の構成、たとえば、ＴＦＴ素子Ｔｒや画素電極ＰＸの平面形状は、種々の構成が知られて
おり、図９の方式での液晶表示パネル（101）における画素の構成は、それらの構成のい
ずれかであればよい。ここでは、その液晶表示パネル（101）における画素の構成に関す
る詳細な説明を省略する。
【００７８】
　本発明は、上記のようなアクティブマトリクス方式の液晶表示装置のうち、液晶表示パ
ネル（101）、特に、アクティブマトリクス基板（106）および対向基板（107）において
液晶層ＬＣに接する部分およびその周辺の構成に関する。そのため、本発明には直接関係
しない第１の駆動回路（102）、第２の駆動回路（103）、制御回路（104）、およびバッ
クライト（105）の構成についての詳細な説明は省略する。
【００７９】
　これら液晶表示装置を製造するためには、既に液晶表示装置に用いられている各種配向
膜材料や配向処理方法、各種液晶材料等を用いることが可能であり、それらを液晶表示装
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置に組立加工する際の各種プロセスを適用することも可能である。
【００８０】
　以下、実施例を用いて本発明をより詳細に説明するが、本発明の技術的範囲は以下の実
施例に限定されるものではない。
【実施例１】
【００８１】
　最初に、本発明の液晶表示装置用の高分子を含む配向膜を形成するための配向膜形成用
溶媒として、前記高分子を塗膜し、成膜工程の途中で化学構造を変化させることが可能な
可変性化合物に〔化６〕の化学構造有する物質ブチロフェノンを含む配向膜形成用溶媒を
用いることにより、イミド化率が向上した例について説明する。
【００８２】
【化６】

【００８３】
用いる配向膜用高分子としては、イミド化によって最終的に〔化７〕に示すようなポリイ
ミドとなるようなポリアミド酸を原料に用いた。
【００８４】

【化７】

【００８５】
まず、20 wt％ポリアミド酸をN-メチル-2-ピロリドン (N-methylpyrrolidone、NMP、沸点
202℃)に溶解させた溶液に、更に10wt％γ-ブチロラクトン（ガンマブチロラクトン、英:
 Gamma-Butyrolactone、略称: GBL、沸点204℃）を添加したものをポリアミド酸の原液と
した。この原液を用いると、スピンコート法や印刷法で均一な薄膜を形成することが可能
である。この原液に対して、0～90wt％の割合で、〔化６〕の可変性化合物を添加したも
のを混合液とした（この化合物は融点11℃、沸点230℃であり、イミド化までの成膜過程
の途中で固体として析出する危険性がなく、均一な薄膜を得るのに適している。）。但し
、一連の成膜プロセスでは可変性化合物が外光の紫外線により反応することを防止するた
めに、イエローランプ下で作業を行った。事前の膜厚分布等の検討で、この割合で可変性
化合物を添加しても、均一な薄膜が得られることは別途確認した。これら原液及び混合液
をガラス基板上に膜厚100 nmスピンコート法で塗布し、80℃で１０分間仮乾燥した後、18
0℃から250℃の範囲で温度を変えて、10分間イミド化した。得られた薄膜のイミド化率を
計測した結果（百分率表示）を表１にまとめた。まず、比較例となるべき添加量0 wt％に
ついて、イミド化温度とイミド化率の関係を見ると、温度180℃では9.5％とほとんどイミ
ド化が進行しないが、200℃以上から急速にイミド化が進行し、250℃でイミド化率は56.7
％となった。ちなみに、表中には示していないが、350℃でイミド化した時のイミド化率
は57.1％であり、250℃でほとんど上限に達していることがわかった。これに対して、混
合物のイミド化率を見ると、いずれの温度でも添加量が増加するにつれてイミド化率が向
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上している。但し、イミド化温度が180℃では高々10％台であり、添加剤濃度が高いとし
ても、十分なイミド化は得られない。一方、50％以上のイミド化が達成できる温度を見る
と、添加剤0wt％では230℃以上のイミド化温度が必要であるが、添加剤を加えると、220
℃以上で十分となり、特に40wt％以上の添加では210℃でもよいことがわかる。このよう
に可変性化合物の添加量が多い程有効であることがわかるが、添加量100％、すなわちこ
の可変性化合物そのものに原料のポリアミド酸が溶解しないかを検討したが、本実施例の
高分子の場合、溶解させることはできなかった。しかしながら、このことは別の高分子に
対しては溶解しえないことを意味するものではない。
【００８６】
　このように、本発明の可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒を用いることにより、イミ
ド化率が向上することが確認された。
【００８７】
【表１】

【実施例２】
【００８８】
　次に、本発明の液晶表示装置用の高分子を含む配向膜を形成するための配向膜形成用溶
媒の溶媒としての沸点が、外部から紫外線を照射する前後で変化するかどうかを検討した
。溶媒の沸点測定には熱重量測定装置を用いた（特にことわっていないが、これらの測定
もまたイエロールーム下で行った）。図１０には代表的な熱重量測定時の重量変化のグラ
フを示す。一定量の溶媒を入れ、1分間に1℃ずつ温度上昇させた時に重量が初期に比べて
95％減少した温度を光照射前の沸点とした。紫外線を溶媒に照射するには、熱重量測定容
器に所定の量試料溶媒を入れ、チラーで10℃に保持した状態で、紫外線ランプ（高圧水銀
灯）と干渉フィルタを組み合わせた波長330nmの紫外線を集光照射（集光部の全光量5mJ/c
m2）した。そのまま、熱重量測定装置にセットして、同様の手順で光照射後の沸点を測定
した。その結果を表２に示す。これを見ると、比較例となる添加量0wt％の溶媒は紫外線
を照射しても沸点198℃と変化しないが、添加量が増加するにつれて光照射前の沸点は上
昇する。ところが、光照射後の沸点はいずれも光照射前よりも低下している。この中で、
実施例１で示したように40wt％以上の添加では210℃でも50％以上のイミド化が達成でき
たが、その場合の光照射前の溶媒の沸点は220℃以上となっていた。
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【００８９】
【表２】

【００９０】
　別途、薄膜の試験片を用意し、外部から紫外線を照射可能な特別な捕集管に挿入したも
のを、ガスクロマトグラム－質量分析装置に取り付け、試料を温度を少しずつ上昇させて
、発生するガス成分の分子量を追跡した。その結果、加熱温度190℃付近から、薄膜形成
に用いた通常の溶媒（N-メチル-2-ピロリドン＝99.12、γ-ブチロラクトン＝86.09）に対
応した成分が検知されたが、紫外線を照射しない場合は228℃からこれらとは別の分子量
成分が発生し、配向膜形成用溶媒の分子量成分（148.20）に対応したものであることがわ
かった。次に、別の薄膜試料を用意し、加熱しながら、途中から紫外線を照射すると、室
温以上の紫外線照射直後から全く新しい分子量成分し、エチレン（28.05）に対応したも
のであることがわかった。より高温にすると、同様に190℃付近から通常の溶媒成分が検
知されたが、この中により分子量の大きな成分も含まれ、アセトフェノン（120.15）に対
応したものであることがわかった。更に高温まで加熱しても、今度は分子量成分（148.20
）は見出されなかった。このことから、紫外線照射によって、配向膜形成用溶媒がより小
さな分子量のフラグメントに分解したことが確認された。
【００９１】
　このように、本発明の可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒は、化学構造変化する前の
沸点が化学構造変化させた後の沸点よりも高く、特に沸点が220℃以上の場合にはイミド
化率が向上することが確認された。
【実施例３】
【００９２】
　次に、本発明の液晶表示装置用の高分子を含む配向膜を形成するための配向膜形成用溶
媒の溶媒を用いて、配向膜を形成した際の配向特性について説明する。
【００９３】
　基板には合成石英基板を用い、実施例１に示した通りの手順で、表１に示した組成にて
、配向膜原料の原液及び混合液の塗布、仮乾燥、イミド化焼成を行った（特にことわって
いないが、これらもまたイエロールーム下で行った）。すなわち、これら原液及び混合液
をガラス基板上に膜厚100 nmスピンコート法で塗布し、80℃で１０分間仮乾燥した後、21
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0、230、250℃の範囲で温度を変えて、10分間イミド化した。これらイミド化した薄膜に
対して、実施例２に示したような紫外線ランプ（波長330 nm）で紫外線を基板温度230℃
にて膜全体に均一に照射（全光量5mJ/cm2）した。ここで、比較のために可変性化合物の
添加量0 wt％のものについては全くこの紫外線を照射しないものも用意した。特にこの状
態で薄膜の吸収スペクトルを評価すると、波長300nm以下で光吸収があり、262nmにピーク
が見られた。次に、別の紫外線ランプ（低圧水銀灯）とワイアグリッド偏光子、干渉フィ
ルタにて、偏光化した紫外線（主波長280nm、偏光度80：1）を、基板温度を室温に戻して
、膜全体に均一に照射（全光量5mJ/cm2）した。（ここまで処理を終えた膜を「光配向の
ための偏光紫外線照射が完了した膜」とする）しかる後、基板を230℃に大気中で20分間
加熱した。
【００９４】
　光配向の処理が完了した膜に関して、その前後での分子組成の変化を確認するため、液
体クロマトグラフィ－質量分析によって、膜中の分子フラグメントの分子量を調べたとこ
ろ、〔化７〕の高分子鎖中のシクロブタン環が開裂したビスマレイミド誘導体（2,2’-di
methyl-1,1’-(4,4’-phenylene)bismaleimide、分子量296）やその二量体由来と思われ
る成分（分子量593，625，657）等が検知された。これらの分子量に着目して、紫外線照
射前、紫外線照射直後、紫外線照射後に加熱時間を変化させた場合等の試料を再度用意し
、各試料中のこれらのフラグメント成分の量を追跡したところ、紫外線照射前の試料から
は全く検知されず、紫外線照射直後に最大量のフラグメント成分が検知され、加熱時間の
増加と共に、これらの成分が減少した。
【００９５】

【表３】

【００９６】
　このようにして得られた配向膜の膜オーダパラメータと表面オーダパラメータを測定し
た。その結果を表３にまとめて示す。まず、全体的にイミド化温度が高い程、高い膜オー
ダパラメータ、表面オーダパラメータが与えられる傾向にあり、同じ条件で見ると、膜オ
ーダパラメータよりも表面オーダパラメータの方が高い値を示す。次に、添加量0 wt％に
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ついて見ると、紫外線ランプ（波長330 nm）の光の照射の有無に関わらず、オーダパラメ
ータはほぼ同じ値となっており、この波長の紫外線に対してはここで用いたポリイミドは
反応しないことがわかる。次に、可変性化合物を添加した場合のオーダパラメータを見る
と、添加量の増加と共にオーダパラメータは増加しており、本発明の配向膜形成用溶媒の
溶媒を用いることで、得られる配向膜のオーダパラメータが増加することがわかる。特に
、可変性化合物を添加しない場合、オーダパラメータが0.5以上となるためには、250℃で
の加熱が必要であるが、本発明の溶媒を用いると、添加量20 wt％以上ならば230℃、添加
量50 wt％以上ならば210℃でもオーダパラメータが0.5以上となり、加熱プロセス温度の
低減に有効であることがわかる。（念のため、偏光していない同じ波長の紫外線も照射し
てみたが、この場合はオーダパラメータは0となり、全く配向していないことを確認した
。）
　このように、本発明の可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒は、配向膜溶液を基板上に
塗布した後、光を外部から照射することによっても化学構造を変化させることができ、得
られる配向膜の品質が向上することが確認された。
【実施例４】
【００９７】
　次に、本発明の液晶表示装置用の高分子を含む配向膜を形成するための配向膜形成用溶
媒の溶媒を用いて、配向膜を形成した際のアンカリング特性について説明する。
【００９８】
　基板にはガラス基板を用い、実施例３に示した通りの手順で、表１に示した組成にて配
向膜を形成し、同様の手順にて光配向のための偏光紫外線照射が完了した膜を得、同様の
手順にて、基板を230℃に大気中で20分間加熱した。これを２枚一組として、その配向処
理方向を平行にしてアンカリング特性評価用の液晶セルを作製した。
【００９９】
【表４】

【０１００】
　このようにして得られた液晶セルのアンカリングを測定した。その結果を表４にまとめ
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て示す。まず、全体的にイミド化温度が高い程、高いアンカリング強度が与えられる傾向
にある。次に、添加量0 wt％について見ると、紫外線ランプ（波長330 nm）の光の照射の
有無に関わらず、アンカリング強度はほぼ同じ値となっており、この波長の紫外線に対し
てはここで用いたポリイミドは反応しないことがわかる。次に、可変性化合物を添加した
場合のアンカリング強度を見ると、添加量の増加と共にアンカリング強度は増加しており
、本発明の配向膜形成用溶媒の溶媒を用いることで、得られる配向膜のアンカリング強度
が増加することがわかる。特に、可変性化合物を添加しない場合、アンカリング強度が3 
mJ/m2以上となるためには、230℃以上での加熱が必要であるが、本発明の溶媒を用いると
、添加量50 wt％以上ならば210℃でもアンカリング強度が3 mJ/m2以上となり、加熱プロ
セス温度の低減に有効であることがわかる。
【０１０１】
　また、これらの液晶セルを用いて、その内部の液晶のプレチルト角を測定したところ、
いずれも0度であり、膜面内に液晶を配向させる規制力を付与された状態にあることが確
認された。
【０１０２】
　次に、光配向のための偏光紫外線照射の角度を変化させた場合に、それら配向膜から得
られる液晶セルについて、その内部の液晶のプレチルト角を測定した。具体的には、通常
は基板面に対して垂直に紫外線を照射する（偏光軸は膜面内にある）が、ここでは紫外線
照射時に基板を傾けて照射した。このようにして得られた配向膜からなる液晶セルのプレ
チルト角は基板の傾き角とほぼ同じ角度であり、膜面に対して立った方向に液晶を配向さ
せる規制力を付与された配向膜であることがわかった。特に、プレチルト角を30度以上に
した場合は、実質的に初期は垂直配向状態に近いため、この液晶セルの上下から、互いに
直交した偏光軸を持つ偏光板で挟んだ場合には特に偏光板の偏光軸方向を著しく意識する
ことなく暗視野状態を形成することができる。
【０１０３】
　このように、本発明の可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒は、配向膜溶液を基板上に
塗布した後、光を外部から照射することによっても化学構造を変化させることができ、得
られる配向膜を液晶セルに組み立てた際の品質が向上することが確認された。
【実施例５】
【０１０４】
　次に、実施例４で示した配向膜を用いて、図７に示したＩＰＳ方式の液晶表示素子を作
製し、その透過率を評価した結果を示す。
【０１０５】
　液晶パネル作製は、通常の製造プロセスにおいて、配向膜材料を本発明の配向膜形成用
溶媒を採用する以外は同一のプロセスにて製造する。例えば、ＩＰＳ方式の液晶表示装置
の代表的な製造方法の場合、事前に配向処理まで終えたアクティブマトリクス基板（106
）と対向基板（107）とを張り合わせて液晶材料を封入してセル組みするが、この時、ア
クティブマトリクス基板（106）の配向膜（606）の初期配向方向と、対向基板（107）の
配向膜（705）の初期配向方向とは、互いにほぼ並行になるようにしておく。また、封入
する液晶材料は、たとえば、誘電異方性Δεが正で、その値が10.2（１ｋＨｚ、20℃）で
あり、屈折率異方性Δｎが0.075（波長590 nm、20℃）、ねじれ弾性定数Ｋ２が7.0ｐＮ、
ネマティック－等方相転移温度Ｔ（Ｎ－Ｉ）が約76℃、比抵抗が1×10+13Ωcmのネマティ
ック液晶組成物Ａを用いる。またこのとき、アクティブマトリクス基板（106）と対向基
板（107）は、液晶層ＬＣの厚み（セルギャップ）が柱状スペーサ（110）の高さとほぼ同
じ値、たとえば、４．２μｍになるように張り合わせる。このような条件で製造された液
晶表示パネル（101）のリタデーション（Δｎ・ｄ）は、約0.31 μｍである。リタデーシ
ョンΔｎ・ｄは、0.2 μｍ≦Δｎ・ｄ≦0.5 μｍの範囲が望ましく、この範囲を超えると
白表示が色づいてしまうなどの問題がある。アクティブマトリクス基板（106）と対向基
板（107）とを張り合わせて液晶材料を封入したら、たとえば、ガラス基板（601），（70
1）の外周の不要な部分（余白部分）を切断除去し、偏光板（109ａ），（109ｂ）を張り
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合わせる。偏光板（109ａ），（109ｂ）を張り合わせるときには、一方の偏光板の偏光透
過軸をアクティブマトリクス基板（106）の配向膜（606）および対向基板（107）の配向
膜（705）の初期配向方向とほぼ平行とし、他方の偏光板の偏光透過軸をそれに直交する
ようにする。その後、第１の駆動回路（102）、第２の駆動回路（103）、制御回路（104
）、バックライト（105）などを接続してモジュール化すると、実施例５の液晶表示パネ
ル（101）を有する液晶表示装置が得られる。なお、実施例５の液晶表示パネル（101）は
、画素電極ＰＸと共通電極ＣＴとの電位差が小さい場合は暗表示（低輝度表示）になり、
画素電極ＰＸと共通電極ＣＴとの電位差が大きい場合は明表示（高輝度表示）になるノー
マリークローズ特性にしている。他の方式の液晶表示装置の場合も、それぞれの方式での
通常の製造を行い、暗表示と明表示が可能な状態にする。
【０１０６】
【表５】

【０１０７】
　このようにして得られた液晶表示素子の焼き付き時間を測定した。その結果を表５にま
とめて示す。まず、全体的にイミド化温度が高い程、焼き付き時間が短くなる傾向にある
。次に、添加量0 wt％について見ると、紫外線ランプ（波長330 nm）の光の照射の有無に
関わらず、焼き付き時間はほぼ同じ値となっており、この波長の紫外線照射は液晶表示素
子の性能に影響しないことがわかる。次に、可変性化合物を添加した場合の焼き付き時間
を見ると、添加量の増加と共に焼き付き時間は短くなっており、本発明の配向膜形成用溶
媒の溶媒を用いることで、低残像になることがわかる。
【０１０８】
　このように、本発明の可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒は、配向膜溶液を基板上に
塗布した後、光を外部から照射することによっても化学構造を変化させることができ、得
られる配向膜をＩＰＳ方式の液晶表示素子に組み立てた際の性能が向上することが確認さ
れた。
【実施例６】
【０１０９】
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　次に、実施例４で示した配向膜を用いて、図８に示したＦＦＳ方式の液晶表示素子を作
製し、光透過率を評価した結果について説明する。ＦＦＳ方式はその素子構造がＩＰＳ方
式に似た点があり、上下の下地基板の片側にのみ画素電極ＰＸと共通電極ＣＬが形成され
ており、液晶はその間の電場の有無に応じて、面内で回転する。従って、電場が印加され
ていない初期の配向状態もＩＰＳ方式と同様であり、その配向膜（606）（及び（705））
に施すべき配向方向同様にすればよく、用いる液晶も、誘電異方性Δεが正のものを使う
ことができる。
【０１１０】
【表６】

【０１１１】
　このようにして得られた液晶表示素子の焼き付き時間を測定した。その結果を表６にま
とめて示す。まず、全体的にイミド化温度が高い程、焼き付き時間が短くなる傾向にある
。次に、添加量0 wt％について見ると、紫外線ランプ（波長330 nm）の光の照射の有無に
関わらず、焼き付き時間はほぼ同じ値となっており、この波長の紫外線照射は液晶表示素
子の性能に影響しないことがわかる。次に、可変性化合物を添加した場合の焼き付き時間
を見ると、添加量の増加と共に焼き付き時間は短くなっており、本発明の配向膜形成用溶
媒の溶媒を用いることで、低残像になることがわかる。
【０１１２】
　このように、本発明の可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒は、配向膜溶液を基板上に
塗布した後、光を外部から照射することによっても化学構造を変化させることができ、得
られる配向膜をＦＦＳ方式の液晶表示素子に組み立てた際の性能が向上することが確認さ
れた。
【実施例７】
【０１１３】
　次に、実施例４で示した配向膜を用いて、図９に示したＶＡ方式の液晶表示素子を作製
し、光透過率を評価した結果について説明する。ＶＡ方式はＩＰＳ方式やＦＦＳ方式とは
異なり、上下の下地基板に画素電極ＰＸと共通電極ＣＬが形成されており、誘電異方性Δ
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εが負であるＶＡ方式用の液晶材料が用いられ、電場が印加されていない初期の配向状態
は液晶分子が基板面に対してほぼ垂直となるように配向処理されねばならない。このため
、通常のラビングを用いることが困難である。ここでは、〔非特許文献２〕を参考に、斜
め方向から偏光紫外線照射した光配向処理を行った。
【０１１４】
【表７】

【０１１５】
　このようにして得られた液晶表示素子の焼き付き時間を測定した。その結果を表７にま
とめて示す。まず、全体的にイミド化温度が高い程、焼き付き時間が短くなる傾向にある
。次に、添加量0 wt％について見ると、紫外線ランプ（波長330 nm）の光の照射の有無に
関わらず、焼き付き時間はほぼ同じ値となっており、この波長の紫外線照射は液晶表示素
子の性能に影響しないことがわかる。次に、可変性化合物を添加した場合の焼き付き時間
を見ると、添加量の増加と共に焼き付き時間は短くなっており、本発明の配向膜形成用溶
媒の溶媒を用いることで、低残像になることがわかる。
【０１１６】
　このように、本発明の可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒は、配向膜溶液を基板上に
塗布した後、光を外部から照射することによっても化学構造を変化させることができ、得
られる配向膜をＶＡ方式の液晶表示素子に組み立てた際の性能が向上することが確認され
た。
【実施例８】
【０１１７】
　次に、別の化学構造の配向膜形成用溶媒を用いた場合の特性を検討した結果について説
明する。
【０１１８】
　これまでは〔化６〕の配向膜形成用溶媒を用いて検討してきたが、ここでは以下の〔化
８〕、〔化９〕の配向膜形成用溶媒を用いた。その他、配向膜成分や、その主たる溶媒、
それらの配向膜形成過程については、実施例１と同じものを用いた。イミド化率の評価方
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法等も実施例１と同様である。
【０１１９】
【化８】

【０１２０】
【化９】

【０１２１】
　表８には、〔化８〕を用いた時の得られた薄膜のイミド化率を計測した結果（百分率表
示）を示した。実施例１と同様に、本発明の配向膜形成溶媒を用いない場合に比べて、添
加量が多い程イミド化率が向上しているが、イミド化温度が230℃以上では余り差がない
ように見える。これば別途測定したこの化合物の沸点が220℃程度であったため、余り高
温ではこの化合物が蒸発してしまい、添加した効果が無くなるためと推定される。
【０１２２】
【表８】

【０１２３】
　また、表９には、〔化９〕を用いた時の得られた薄膜のイミド化率を計測した結果（百
分率表示）を示した。実施例１と同様に、本発明の配向膜形成溶媒を用いない場合に比べ
て、添加量が多い程イミド化率が向上しているが、実施例１の〔化６〕の材料を用いた場
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たこの化合物の沸点が245℃程度であったため、より高い温度まで溶媒としてこの化合物
がイミド化焼成までは残留するためと推定される。
【０１２４】
【表９】

【０１２５】
　このように、本発明の可変性化合物を含む配向膜形成用溶媒を用いることにより、イミ
ド化率が向上することが確認された。
【０１２６】
　次に、実施例４に示したようなアンカリング強度評価用の液晶セルを組み立て、液晶分
子の配向性能の有無を確認したところ、これらの配向膜形成溶媒から得られた配向膜から
なる液晶セルでは均一な液晶配向が得られていることが偏光顕微鏡観察から確認できた。
【０１２７】
　次に、これらの溶媒を用いて、添加量を70％、イミド化焼成温度を210℃に固定し、実
施例５から７に示したような３種の液晶表示素子を形成し、添加しなかった場合の液晶表
示素子も作製して、それらの焼き付き時間を比較すると、いずれも添加しなかった場合に
比べて焼き付き時間が短くなり、残像特性が向上していることが確認された。
【実施例９】
【０１２８】
　次に、別の化学構造の配向膜形成用溶媒を用いた場合の特性を検討した結果について説
明する。
【０１２９】
　ここでは以下の〔化１０〕の配向膜形成用溶媒を用いた。その他、配向膜成分や、その
主たる溶媒、それらの配向膜形成過程については、実施例１と同じものを用いた。イミド
化率の評価方法等も実施例１と同様である。
【０１３０】
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【０１３１】
【化１１】

【０１３２】
　表１０には、〔化１０〕を用いた時の得られた薄膜のイミド化率を計測した結果（百分
率表示）を示した。実施例１と同様に、本発明の配向膜形成溶媒を用いない場合に比べて
、添加量が多い程イミド化率が向上しているが、実施例１の〔化６〕の材料を用いた場合
にその向上効果はより高く、添加量60％でも最大77％のイミド化率が得られている。この
イミド化焼成まで完了した時点での薄膜の紫外可視吸収スペクトルを測定すると、330～3
40nm付近にピークを持ち、約360nm付近まで伸びている。この配向膜形成溶媒を加えない
場合には、300nm台には吸収ピークは存在せず、この吸収は配向膜形成溶媒に由来するも
のである。この薄膜に実施例３に示した方法と同様の手順で、光配向処理を施したところ
、この吸収ピークは10％程減少したが、なお強い吸収ピークが紫外線域に残留した。更に
、光配向処理を終えた配向膜を用いて、実施例４に示した方法で配向膜表面のアンカリン
グ強度を測定したところ、添加量20～50％ではアンカリング強度が3 mJ/m2以上となった
が、60％では2.4～2.8 mJ/m2に低下した。そこで、光配向のための偏光紫外線照射が完了
した後の大気中での加熱乾燥過程を、1mmTorr以下に減圧にしたチャンバ内で同様の温度
で加熱したところアンカリング強度が3 mJ/m2以上と良好な特性を示すようになった。
【０１３３】
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【０１３４】
　また、表１１には、〔化１１〕を用いた時の得られた薄膜のイミド化率を計測した結果
（百分率表示）を示した。実施例１と同様に、本発明の配向膜形成溶媒を用いない場合に
比べて、添加量が多い程イミド化率が向上しているが、実施例１の〔化６〕の材料を用い
た場合にその向上効果はより高く、添加量60％でも最大77％のイミド化率が得られている
。このイミド化焼成まで完了した時点での薄膜の紫外可視吸収スペクトルを測定すると、
340～360nm付近にピークを持ち、約380nm付近まで伸びている。この配向膜形成溶媒を加
えない場合には、300nm台には吸収ピークは存在せず、この吸収は配向膜形成溶媒に由来
するものである。この薄膜に実施例３に示した方法と同様の手順で、光配向処理を施した
ところ、この吸収ピークは10％程減少したが、なお強い吸収ピークが紫外線域に残留した
。更に、光配向処理を終えた配向膜を用いて、実施例４に示した方法で配向膜表面のアン
カリング強度を測定したところ、添加量20～50％ではアンカリング強度が3 mJ/m2以上と
なったが、60％では2.4～2.8 mJ/m2に低下した。そこで、光配向のための偏光紫外線照射
が完了した後の大気中での加熱乾燥過程を、1mmTorr以下に減圧にしたチャンバ内で同様
の温度で加熱したところアンカリング強度が3 mJ/m2以上と良好な特性を示すようになっ
た。
【０１３５】
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【０１３６】
　次に、実施例４に示したようなアンカリング強度評価用の液晶セルを組み立て、液晶分
子の配向性能の有無を確認したところ、これらの配向膜形成溶媒から得られた配向膜から
なる液晶セルでは均一な液晶配向が得られていることが偏光顕微鏡観察から確認できた。
【０１３７】
　次に、これらの溶媒を用いて、添加量を70％、イミド化焼成温度を210℃に固定し、実
施例５から７に示したような３種の液晶表示素子を形成し、添加しなかった場合の液晶表
示素子も作製して、それらの焼き付き時間を比較すると、いずれも添加しなかった場合に
比べて焼き付き時間が短くなり、残像特性が向上していることが確認された。
【実施例１０】
【０１３８】
　次に、別の化学構造の配向膜形成用溶媒を用いた場合の特性を検討した結果について説
明する。
【０１３９】
　実施例９で用いた光配向性溶媒には、その一部骨格が配向膜中に残留し、紫外線を吸収
する特性を付与することが可能であったが、添加量は60％が上限で、それ以上添加すると
ポリイミドの前駆体であるポリアミド酸を溶解させる際に溶解性が低下して、ポリアミド
酸が析出してしまった。そこで、〔化１２〕から〔化１９〕に示したような分子骨格の一
部にハロゲン元素を含む配向膜形成溶媒を選び、これら溶媒を実施例９の溶媒に対して10
から最大40wt％添加した混合配向膜形成溶媒にしたところ、実質的な実施例９の溶媒の添
加量を85％まで高めても配向膜が均一に形成させることができた。このように実施例９の
溶媒添加量を増加させることができたことにより、最終的に配向膜中に残留した紫外線吸
収成分の濃度を高めることができ、実施例９の場合に比べてより高効率な紫外線膜を得る
ことができた。また、これら〔化１２〕から〔化１９〕由来の成分が最終的な配向膜に残
留していないことは、膜の元素分析によって、ハロゲン元素が見出されないことで確認し
た。
【０１４０】
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【化１２】

【０１４１】
【化１３】

【０１４２】
【化１４】

【０１４３】
【化１５】

【０１４４】
【化１６】

【０１４５】
【化１７】

【０１４６】
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【化１８】

【０１４７】
【化１９】

【０１４８】
　これらの新たな配向膜形成溶媒の効果を確認するために、配向膜形成溶媒の構造変化を
引き起こすための紫外線を照射する前後での、薄膜の誘電率を以下の手順で測定した。す
なわち、石英基板上にパターニングされたITOからなる1mmφの画素電極とそれを0.1mmの
間隔を開けて取り囲むガード電極を形成し、この上にこれまで同様にポリイミド薄膜を形
成する。ここではイミド化焼成まで施し、紫外線照射は行わない。次に、薄膜上に画素電
極からガード電極までカバーできるように対抗電極を金の蒸着によって形成する。このよ
うにして誘電率測定用の試料を準備し、その誘電率を測定し、これを紫外線照射前の誘電
率とする。次に、配向膜形成溶媒の構造変化を引き起こすための紫外線を基板側から薄膜
に照射し、同様に誘電率を測定し、これを紫外線照射後の誘電率とした。このようにして
、実施例９の〔化１０〕だけの時の誘電率を調べたところ、紫外線照射前は比誘電率が周
波数100～10kHzの範囲で3.8であったが、紫外線照射後は3.2に減少し、薄膜の極性が変化
した。また、本実施例の〔化１０〕から〔化１９〕を添加した場合は、紫外線照射前の比
誘電率は、Cl、Br、Iが導入された場合には4.0～4.2に増加し、Fが導入された〔化１９〕
では3.6に減少、両方が入った〔化１７〕と〔化１８〕ではほぼ同等であった。これらに
対して、紫外線照射後の比誘電率はいずれも3.2に減少し、薄膜の極性が変化した。配向
膜を形成する溶媒の段階では極性の高い状態にしておくことは、ポリイミドの前駆体のポ
リアミド酸の溶解性を高める点で有利である。しかしながら、通常の溶媒で極性を高める
ことは溶媒の沸点も高くするために、溶媒除去に高い加熱温度や長い加熱時間を必要とし
、場合によっては液晶表示装置のＴＦＴ部分やカラーフィルタ等、他の部材部分の耐熱性
の点で適用できない場合が多い。本発明のような極性が変わる溶媒を用いることで、除去
が容易な溶媒を提供することができる。
【０１４９】
　次に、実施例４に示したようなアンカリング強度評価用の液晶セルを組み立て、液晶分
子の配向性能の有無を確認したところ、これらの配向膜形成溶媒から得られた配向膜から
なる液晶セルでは均一な液晶配向が得られていることが偏光顕微鏡観察から確認できた。
【符号の説明】
【０１５０】
1…配向膜、2…励起光源、3…励起光、4…光電子、5…光電子検出器、6…可視光源、7…
偏光子、8…評価用セル、9…検光子、10…フォトマル、
101…液晶表示パネル、102…第１の駆動回路、103…第２の駆動回路、104…制御回路、10
5…バックライト、106…アクティブマトリクス基板、107…対向基板、108…シール材、10
9ａ，109ｂ…偏光板、110…柱状スペーサ、111…液晶分子、112…電界（電気力線）、601
…ガラス基板、602…第１の絶縁層、603…（ＴＦＴ素子の）半導体層、604…第２の絶縁
層、605…第３の絶縁層、606…配向膜、607…ソース電極、608…導電層、609…突起形成
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部材、609ａ…（突起形成部材の）半導体層、609ｂ…（突起形成部材の）導電層、701…
ガラス基板、702…ブラックマトリクス、703Ｒ，703Ｇ，703Ｂ…カラーフィルタ、704…
オーバーコート層、705…配向膜、
ＧＬ…走査信号線、ＤＬ…映像信号線、Ｔｒ…ＴＦＴ素子、ＰＸ…画素電極、ＣＴ…共通
電極、ＣＬ…共通化配線、ＬＣ…液晶層（液晶材料）。

【図１】 【図２】
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摘要(译)

亲切代码： 本发明公开了一种用于形成取向膜的溶剂，该取向膜能够制
备高质量的液晶取向膜，具有高的酰亚胺化率，大的表面各向异性和强
的锚定力。 一 用于形成用于形成包含用于液晶显示装置的聚合物的取向
膜的取向膜的溶剂，其中取向膜的聚合物包含聚酰亚胺，作为聚酰亚胺
的前体的聚酰胺酸被涂覆，酰亚胺化烧制含有在成膜步骤中为液体的可
变化合物，但在酰亚胺化烧制后可以变成化学结构用于蒸发。 点域1
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